　総務省との意見交換会議事録
日時：2005年10月25日（火）午後18時30分～20時30分

場所：総務省情報通信政策局（中央合同庁舎2号館11階）
参加者（敬称略）：

総務省情報通信政策局情報通信利用促進課長、高齢・障害者利用支援室長　上原仁
総務省情報通信政策局情報通信利用促進課、高齢・障害者利用支援室政策係長　夏賀邦明
総務省情報通信政策局情報通信利用促進課課長補佐　高田義久
寺島彰（浦和大学教授）、河村宏（国立身体障害者リハビリテーションセンター）、
小川光彦（全日本難聴者・中途失聴者団体連合会）、岩井和彦（全国視覚障害者情報提供施設協会）、

川越利信（視覚障害者文化振興協会）、川畑順洋（日本盲人会連合会）、

太田晴康（全国要約筆記問題研究会）

手話通訳２名、中村麻有子（日本障害者リハビリテーション協会、事務局）、外舘綾子（同左、事務局）

議事内容：

１．自己紹介
２．挨拶（上原課長）
３．会議趣旨説明（高田補佐）

行政指導による2007年までの字幕放送普及率100％実施目標の下、NHK・民放各局はそれぞれの目標の設定により改善がみられたが、キー局以外のローカル放送局、教育放送、放送大学、衛星放送等などの実施状況は不十分のままであり、放送の多くを占める生放送は対象外とされ、問題点・課題も多く残されている状況である。また、視覚障害者の解説放送はこの10年間ほとんど進展がない状態であり、NHK（総合）でも全番組数の2.9％にとどまっている状況であり、その他の障害者については何の配慮もなされていない。

地上波デジタル放送の普及と光回線によるブロードバンド・インターネットの普及による通信と放送の融合等に鑑み、2007年を前に新たな施策を打ち立てるべく、ざっくばらんな意見を伺いたいという総務省のご提案の元、総務省情報通信政策課の諸氏、放送・通信バリアフリー諸委員から有志数名がお集まりいただいた。

４．字幕放送の現状と課題についての意見交換

（１）字幕番組について（生放送番組、オープンキャプション字幕）の問題点
· コスト（人件費・設備費・雑費等）の問題
· 速記者の人材育成システムの未整備
· 利用者側の能力不足

· 「読みやすさ」などの文字情報における研究不足
· 誤った情報を流した際の責任問題
· 字幕のニーズ・字幕放送用TVの普及率に関する問題（ユーザーにどんな字幕が好まれるのかなどの意識調査がなされていない）

（２）解説番組・手話番組についての問題点
· 急務の問題として、緊急災害時の字幕放送の未整備

· 聴覚障害者のための全情報の文字化の必要性
· 番組制作における法整備・義務事項の未整備

· 英語→日本語の字幕の未整備
· 音楽のみの番組における視覚障害者に対する配慮の欠如

· 中途失明者のTVに対する期待（TVの特性を生かした番組作りの必要性）

· 視覚障害者の９割がTVから情報を得ている現状であり、番組制作側の意識向上の必要性
（３）手話放送についての問題点
· ワイプ画面の自由な移動や手話画面のオン・オフ切り替え技術が既に開発されており、今後普及へ向けユーザー側の要望を取り入れた新たな技術整備の必要性
· 手話に対する理解不足の問題（日本語とは全く異なった概念の言語であるという認識の必要性）

· 多様なニーズに対応した技術の必要性
（４）その他の問題点
· インターネットTVの規制の未整備
· デジタル化の恩恵を障害者が受けられる体制づくりの必要性（視覚障害者に扱える操作機器、技術の進化に伴い新たな問題が生まれたときのサポート体制づくりの必要性）

· 放送時間の時間帯設定の必要性（視聴者の需要を考え、夜の番組を重点的に字幕設定するなど）

· コマーシャルにおける問題（イメージ音のみのCMが増える中、誰にでもより理解しやすいCM作りへ）

（５）今後の展望

· 障害者、高齢者との共生生活に向けた安心・安全・質の高いデジタル放送技術の課題は、盲ろう者などの二重障害者、認知障害者、知的障害者などが抱える問題にも共通した解決策を提供できる可能性がある。

· デジタル放送化により、多様化したチャンネルはユーザーがあらゆるチャンネルから好きな番組を選ぶことのできる時代を作り出し、新たなユーザー（自閉症、高齢者など音に敏感な人たち）の出現もあり、多様なニーズや技術・サポートは今後整備が待たれ、既存の概念にとらわれない技術革新が求められている。

（日本障害者リハビリテーション境界情報センター情報企画課　外舘　綾子）

資料６








